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航空機落下に関する

MOX 燃料加工建屋に係る既認可からの変更点について 

１．文章中の下線部は，Ｒ１からＲ２への変更箇所を示す。 

２．本資料(Ｒ２)は，令和４年５月 18 日に提示した「航空機落下に関する MOX 燃料加工建屋に係

る既認可からの変更点についてＲ１」に対し，「3.1(3) 航空機衝突評価への影響」の記載を添

付書類の記載修正に合わせて修正したものである。
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1. 概要

本資料は，MOX燃料加工施設に対する第１回設工認申請のうち，以下に示す添付書類の

補足説明に該当するものである。 

 添付書類「Ⅴ－１－１－１－５－２－１ 燃料加工建屋の航空機に対する防護設

計計算書」

上記添付書類において，新規制基準施行前に得た事業許可(2010年５月13日許可)に基

づく設工認(平成22年10月22日付け平成22・05・21原第9号及び平成25年２月28日付け原管

研収第121116001号にて認可)(以下「既認可」という。)の内容から，新規制基準に適合さ

せるために実施した設計変更により，航空機落下に対する考慮について一部変更が生じ

ていることを示している。 

本資料では，新規制基準に適合させるために実施した設計変更の，既認可からの変更点

を整理するとともに，これら変更点が与える影響について補足説明するものである。 

2. 建屋設計に関する既認可からの変更点

燃料加工建屋に関する，既認可後に行った設計変更は以下のとおりである。 

・建屋の増床(建屋レイアウト変更を含む。) 及び階高の寸法変更

・排気筒の位置及び高さの変更

・壁開口部の構造，寸法及び材質の変更

これらの設計変更について，既認可の内容に対する影響確認を行った。 

3. 建屋設計の変更内容と評価条件への影響

3.1  建屋の増床(建屋レイアウト変更含む。)及び階高の寸法変更 

(1) 変更内容

第 3-1 図及び第 3-2 図のとおり，建屋北側屋上部分を増床するとともに，増床に

併せて建屋レイアウトを変更する。また，地下 3階及び地下 2階の階高を，それぞ

れ 60cm 高くする。なお，核燃料物質を取り扱う設備についてはレイアウト変更の

対象としておらず，増床箇所に設置する設備は，窒素循環用冷却水設備，常用所内

電源設備等の一般系の設備とする。 

第 3-1 図 建屋増床のイメージ 
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第3-2図 増床に伴う建屋レイアウト変更(設備配置の変更等) 

(2) 変更理由

上記の変更の理由は以下のとおりである。

・新規制基準対応として，火災消火用のガスボンベの追加設置等が必要となり，

既認可における建屋レイアウトでは設備・機器を燃料加工建屋内に収納するこ

とができないため，建屋の増床及びレイアウト変更を行った。

・グローブボックスの耐震Sクラス化に伴う耐震サポートの追加，火災発生時の

延焼を防止するための延焼防止ダンパ等の追加が必要となり，既認可の階高で

は工程室内の天井部分における設置スペースの確保が困難となったため，階高

を60㎝高くした。

(3) 航空機衝突評価への影響

既認可では，屋根スラブ及び外壁に対する航空機衝突の応答ひずみに影響するパ

ラメータとして支持スパン，版厚，支持形態を考慮し，航空機衝突に対する応答ひ

ずみが厳しい評価となるように，第3-1表及び第3-2表のそれぞれ変更前に示すとお

り●1～4の4箇所の代表的な解析部位を選定していた。 

今回の設計変更(建屋の増床)に伴い，既認可において，航空機衝突の代表的な解

析部位として選定していた地上1階屋上部分の解析部位●3については，地上2階の

防護スラブ及び防護壁にて覆われる屋内となった。そのため，既認可における地上

1階屋上の解析部位において航空機の衝突は考えられないが，その代わりに，新た

な地上2階の防護スラブにおける航空機衝突の解析の必要性について検討する。 

既認可における解析部位●3については，支持スパンが約10ｍであり厳しい評価

となることが想定されたため解析部位として設定していたが，解析結果としては既

認可における防護壁の解析部位●4と比較して応答ひずみは小さい結果が得られて

いる。これは，他の解析部位ではD35の鉄筋で配筋していたのに対し，当該解析部

位のみD38の鉄筋で配筋していた影響であり，応答ひずみを低減するパラメータと

して，鉄筋の太さが大きく寄与していたことが分かる。 
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新たな地上2階の防護スラブについても，既認可と同様の鉄筋太さ(D38)で配筋す

る設計とする。したがって解析モデルも既認可のモデルと同等となり，応答ひずみ

が既認可における防護壁の解析部位●4を超えることはないことが自明であること

から，新たな地上2階の防護スラブは解析部位として追加しない。 

以上より，今回の申請では，既認可における代表部位選定の考え方を踏襲すると

ともに，既認可後に実施した設計変更を踏まえ，代表的な解析部位を再度選定した

結果，防護スラブ及び防護壁の解析部位は第 3-1 表，第 3-2 表に示す前後比較表の

とおり変更する。再度選定した解析部位の解析モデルは既認可における●1，●2及

び●4の解析モデルから変更はない。 

再度選定した解析部位の解析結果についても，既認可から変更は無く，第 3-3 表

のとおり許容値以下となる。 
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第 3-1 表 「防護スラブの解析部位」の前後比較表 

変更前 変更後 
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第 3-2 表 「防護壁の解析部位」の前後比較表 

変更前 変更後 
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第 3-3 表 解析結果 

解析部位 
支持スパン 

(m) 

厚さ 

(m) 

配筋 

(片側，両方向) 
荷重載荷位置 

ひずみ(単位：×10-6) 

判定 
材料 

最大値 

許容値 衝撃 

荷重 

鉛直 

荷重(注 1) 

組合せ 

荷重 

T.M.S.L. 70.20m 屋根

7～8，E～F通り間
10.3×8.3 1.30 1-D35@200

スラブ中央

(図中の●1) 

コンクリート(圧縮) 3946 400 4346 6500 可 

鉄 筋(引張) 9189 1000 10189 60000 可 

T.M.S.L. 77.50m 屋根

6～7，B～D通り間
20.25 1.40 1-D38@200

スラブ中央

(図中の●2) 

コンクリート(圧縮) 2420 400 2820 6500 可 

鉄 筋(引張) 12342 1000 13342 60000 可 

D 通り外側の外壁 

4～5 通り間 
7.25 1.30 1-D35@200

壁高さ中央 

(図中の●3) 

コンクリート(圧縮) 4450 400 4850 6500 可 

鉄 筋(引張) 28567 - 28567 60000 可 

注 1 表中の鉛直荷重によるひずみは，実際のひずみを包絡するように設定した材料の長期許容応力度相当のひずみを示す。 

(長期許容応力度をヤング係数で除した値) 
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3.2  排気筒の位置及び高さの変更 

(1) 変更内容

燃料加工建屋北西側外壁面で支持する排気筒は，約70m東へ移動させ，同建屋北

東側外壁面で支持するように位置変更する(第3-3図参照)。 

また，排気筒の高さについては，25mから20mに変更する。 

第3-3図 排気筒の位置変更 

(2) 変更理由

上記変更の理由は以下のとおりである。

・既認可の設計では，排気筒につながる気中ダクトが貯蔵容器搬送用洞道の上部

を通過していたため，貯蔵容器搬送用洞道の工事と気中ダクト及び排気筒の工

事を独立して行うために，設置位置を気中ダクトが貯蔵容器搬送用洞道の上部

を通過しない北東側に変更した。

・高さについては，万一転倒した場合であっても再処理施設のウラン・プルトニ

ウム混合酸化物貯蔵建屋に波及的影響を及ぼさないようにするために，既認可

より5m低くした。 

(3) 航空機衝突評価への影響

排気筒は，安全上重要な施設として選定しておらず，航空機衝突の評価対象とし

ていないため，この変更により航空機衝突の評価は影響を受けるものではない。 

なお，排気筒からの放射性気体廃棄物の年間放出量の算出は地上放散を前提とし

て評価していることから，航空機落下により排気筒が倒壊し地上放散した場合で

も，年間放出量の算定結果に影響はない。 
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3.3  壁開口部の構造，寸法及び材質の変更 

(1) 変更内容

壁を貫通するダクト，配管等の配置変更及び追加を行う。壁開口部の構造，寸法

及び材質を，設置する設備・機器に合わせて変更する。 

(2) 変更理由

上記変更の理由は以下のとおりである。

・2.2.2に示す建屋の増床，階高及びレイアウト変更に伴い，従来からある貫通

部の配置変更を行うと共に，増床及びレイアウト変更を含め，新たに追加した

設備・機器及び設置場所が変更となった設備・機器に合わせて貫通部を追加し

た。

・一部の壁開口部について，材質の変更により，火災防護対策としての3時間耐

火性能を確保するために材質をコンクリートに変更した。

(3) 航空機衝突評価への影響

本変更は燃料加工建屋内の設備・機器の位置変更又は追加設置を理由とするもの

であり，建屋外壁の大きな開口部に追加はないことから，この変更により航空機衝

突の評価は影響を受けるものではない。 
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